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都市環境の安全性と居住性に関する居住者評価の国際比較研究

一大都市における防災まちづくりと居住環境整備の展開を目指して-

1.研究の目的と基本的枠組み

2.調査の意義・方法と概要

3. 回答者・世帯等の属性からみた社会状況の比較

4.地震災害時の被害予測

5.居住地の日常的居住性と災害時安全性の評価

6.考察一市民の生活と意識の実態からみた都市の居住性と脆弱性の比較一
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要 約

この研究は、世界の地震地帯に立地する諸都市のうち、先進地域の都市と発展途上地域の

都市とにおいて、日常的居住性と災害時の安全性の観点から都市環境の実態を居住者の環境

評価によって比較検討し、その特徴と環境整備上の課題を検討したものである。先進地域の

都市として市川とウエリントンを、発展途上地域ではアンカラ、マニラ、メキシコシティを

研究対象都市とし、同一フォーマットのアンケート調査を実施した。

居住者の属性から都市社会の特徴を比較すると、先進地域と対照的に発展途上地域では世

帯規模が大きく乳幼児などの災害弱者が多い一方、昼間も家庭(住宅)に誰かは居る世宿が

多く、近隣関係も緊密である。職業的には、先進地域ではサラリーマン(雇用者)の割合が

高いが、途上地域では自営業が多い。わが国の大都市郊外居住地の典型といえる市川では、

核家族化、昼間の不在家庭の多さ、近隣関係の希薄さが相対的に高いことが特徴的である。

住宅規模ではまた、わが国の住宅規模の狭さが著しL、。地震災害に対する意識では、建物の

破損倒壊を最も危f具する諸外国に対し、わが国では地震に起因する火災の発生を最も恐れて

いる。居住地環境の災害時安全性評価と日常的居住性評価は、ともにわが国の居住者評価が

最も低く、ウエリントンが最も高く、発展途上地域の三都市はその中聞に位置する。

国際比較によって、わが国の大都市における居住環境整備と防災まちづくりへの動機付け

となる居住者の環境評価における不満をみると、防災まちづくりからは市街地の不燃化・耐

震化・安全な宅地の造成を含む災害に強い基盤の整備と近隣共助関係の形成の必要性を、同

時に日常的環境性においても細街路整備と公園緑地整備を中心とした基盤整備の必要性を

示唆している。発展途上地域では、社会階層とともに市街地環境に地区間の格差が大きく、

とくに社会経済的に低位にある居住地区の環境劣悪さが災害時の脆弱さにつながっている。

我国よりも強固な近隣関係を基礎に、こうした地域での環境整備と、開発規制管理の強化が

望まれる。
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わかっている。そして、日常の居住環境に関わる

1 .研究の目的と基本的枠組み 整備やまちづくりにおいても、居住者の環境評価

1. 1 研究の目的

「わが国は地震防災の先進国である」との自負

が、学界においても行政の場においてもある。世

界各地で発生する自然災害、とくに地震災害に関

しては、外国からの被災の映像が報道されると、

「わが国ではこのような被害は発生しなし、」との評

価が表明される。しかし、反面、被災後の災害対

応活動やボランティア問題などの災害対応活動に

関しては、わが国が見習うべき点が少なくないと

の意見が多い。あるいは広大な不法占拠住宅地(ス

クウォッター)や荒廃したスラムなどについても、

その形成のメカニズムと居住者にとっての実態な

ど、わが国では充分に理解されているとは思えな

い。こうした各々の居住地の災害環境・生活環境

やそこでの都市活動を、各々の都市居住者がどの

ように認知し、評価し、捉えているのであろうか。

個々の居住の場の評価は、その居住者の「満足水

準」を基礎とした「評価尺度」に基づいてなされ

ると考えることができょう。そして、こうした「居

住者評価」は、都市環境の安全性に関わる防災ま

ちづくりや防災対策のみならず、日常的な居住環

境に関わる快適性、利便性、保健性の向上を目指

す市街地環境整備やまちづくりにも、重要な動機

付けの役割jを果たしている。

このように考えると、世界のそれぞれの地域で

「居住者がそれぞれの大都市の市街地環境に内在

する災害脆弱性や日常的な居住性をどのように認

識しているか」を比較検討し、把握しておくこと

は、社会状況や経済状況、文化性の異なる世界の

各地域での環境整備・地域防災のあり方や居住者

参加のまちづくりの方向性を考える上で基本的に

重要な知見を与えることになろう。

さらに、こうした都市環境の災害に対する脆弱

性の評価とその安全問題への対応も、日常生活の

場である地域においておこなわれるのであって、

日常生活に関わる快適性等の向上を目指す居住環

境整備やまちづくりと密接に関連していることが

は重要な動機付けとなるものである(中林1980.

高井他1984)。

そこで、この調査研究は、アンケート謁査を研

究手法として、都市環境の安全性と居住性を各都

市居住者の評価に基づいて比較分析し、わが国と

発展途上地域との対比を中心に、各々の大都市の

市街地環境に内在する災害脆弱性と居住性の特徴

を明らかにするとともに、環境整備とくに防災対

策の方向性を検討することを目的としている。こ

のような視点からの国際比較研究は、わが国でも

始めての試みである。

1. 2 研究の基本的枠組み

本研究の基本的な枠組みとしての仮説は、“「防

災まちづくり」は特殊なまちづくりではなく「居

住環境整備型まちづくり」と並立するものであり、

その動機付けは、地域環境への居住者の評価の実

態によって決定される"ということである。そのた

めには、まず、市街地環境における性能変化の構

造を明らかにし、安全性の変化と快適性の変化と

の相E補完的関連を明らかにすることである。つ

ぎに、地域居住者の自らの環境への自己評価であ

る。自己評価における問題の発見こそがまちづく

りの動機付けとなるのである。しかも、都市の作

られ方、社会的、文化的、経済的背景が異なる地

域の都市で、各々どのように環境評価されている

のか、共通する点、個別に特徴的な点は何である

のか、を明らかにすることは重要である。

(1)都市化と環境性能変容の構造

前者については、一定の既往の研究成果がある。

すなわち、安全性の向上と快適性の向上とは、都

市環境において相互補完的関係にあることであ

る。筆者は、東京区部の15種のメッシュデータを

用いて、市街地の地域類型毎に快適性、安全性、

利便性、保健性のレベルを相対評価し、数値化し

た(中林1988)。その結果、郊外から都心に向かつ

て都市化の進展(土地利用の高度化)にともなっ

て居住の場としての快適性と安全性は低下し、逆
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(2)本研究の位置づけ

そこで、本研究の主たる内容は、後者の居住者

による自らの居住している地域環境の安全性と快

適性(あるいは居住性)の自己評価とそれに基づ

く環境状況の国際比較を通して、各々の都市の環

境評価とそこにみられる地域的特性及び安全で快

適な環境整備上の課題を明らかにする点にある。

2. 調査の意義・方法と概要
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いるのである。に利便性と保健性は向上するという一般的傾向が

あることを明らかにした(図 1)。この環境性能の

変容に着目して、東京区部の東西の横断面をイメ

ージした市街地類型の配置を横軸に、縦軸に環境

性能のレベルを取ってその環境性能の変容をモデ

ル的に示したのが、図 2である。これに従えば、

市街地の日常生活に関わる快適性と災害時にかか

わる安全性は相反的関係にある環境性能ではな

く、むしろ相乗的関係にあり、快適性の低下は安

全性の低下を同時に招いていることが多く、ある

いは市街地の安全性の向上は、快適性の向上を同

時にもたらしていることのだということを示して

調査対象都市とその災害環境

調査対象都市とした海外の都市は、世界の地震

地帯の中から地震災害発生の可能性をもっ4つの

国家の首都とし、わが国のは東京大都市地域の郊

外の一翼を担う市川とする次の 5都市とした。

①アンカラ(トルコ)市域人口254万人 (989)

②マニラ(フィリッピン〉

;市域人口186万人 (989)

③メキシコシティ D.F. (メキシコ)

;直轄市域人口824万人 (990)

④ウエリントン(ニュージーランド)

;市域人口14万人 (988)

⑤市JII(千葉県)市域人口43万人 (989)

このうち、最近に大きな地震災害を被った経験が

あるのは、 1985年のメキシコシティのみである。そ

の市街地は直轄市域 (D.F.)を越えて北方を中心に

拡大を続け、大都市地域の全人口では2千万人とも

見なされているが、中心市街地である直轄市域の居

住人口は最近は減少傾向にある。この直轄市域につ

いて、人口密度、地盤種、震災履歴から想定した地

震に関する地域危険度が図 3である。

70年前になるが大きな地震被害を被った都市

は、1923年の関東大震災を経験した市川市である。

当時の人口は 1万8千人に過ぎなかったが、震災

後及び戦災後、東京の壊滅にともなう人口移動を

受け入れて、人口を急増させてきた。しかし、最

も都市化が著しいのは昭和40年代以降である。そ

の激しい都市化の時期に「防災性を考慮したまち

2. 
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図2 都市成長と環境変容
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出典:中林他(1993)より

~3 メキシコシティ CD.F目)における
地震危険度(暫定)

づくり」を推進するために行った「地震に関する

地域危険度(1978)J調査の結果が図4である。(な

お、現在、筆者らも参加して新しい地域危険度調

査を実施している。)

マニラは1990年のフィリッピン地震でMM震度

階で 6~8程度の震れを体験しているが、被害と

いうべき事態は生じていない。マニラも、発展途

上地域の大都市の典型で、人口集中を続けている

が、最新の人口調査(1990)による人口増加率は、

図5である。都心ではなく、周辺郊外で著しい人

口増加が続いていることがわかる。

ウエリントンはプレート境界付近で断層上に市

街地が発達している都市(図6参照)で、いつ地

震がおきても不思議ではないといわれている。最

も最近の被害地震としては1942年に発生している

が、被害は煙突など軽微なものであった。

アンカラは、長らく地震被害を被っていない。

トルコの園内では最も地震危険の切迫していない

地域と評価されているものの、その都市環境に潜

在している特徴的な震災危険ポテンシャルは、ア

ンカラの市街地の北郊 東郊一南郊を占拠し取り

ランク

ロ-14以下。
図15-24 I 

出典:市川市(978)より 図25-34 2 

阻35-44 3 

自46-以上a

図4 市川iの地震地域危険度

囲む、基盤の無い、多くは斜面に広がる広大な(居

住世帯の70%にも達する)無許可住宅(ゲジェコ

ンドゥ)による密集市街地に集約される(図7)。

また、トルコ国内では1925~84年の60年間に47の

大地震が記録され、 58千人も死者を出している。

本調査の1992年にも早春にエルジンジャン地震が

発生し、また、アンカラ市内では1ha以上に達する

市街地大火があった。これらの調査直前に発生し

ていた災害事例が、直接・間接的に今回のアンケー

ト調査にあたって回答者の災害意識に影響を与え

ている可能性がある。

なお、今回の市民の防災意識調査において、回答

者の過去の災害被災体験において現在地で地震体

験が顕著なのはメキシコシティであるが、その他

の都市でも、転入前に他都市で地震被害を体験し

てきた人々が含まれている。同時に、テレビや新聞

等を通しての近年の災害情報が、アンケートの回

答に一定程度は反映されていることは否めない。
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出典:望月他(1993)より
図5 マニラ大都市地域の人口治加率(1990/1980) 

冒計画開発住宅地

個回無許可住宅地区

田 園都心(C B D) 

[]工業地区

園田公務・官庁地区

Eヨ軍用地

匝 盟国営農場

Eヨオープンスペース

アミの部分が市街地。出典:中林他(993)より

図6 ウェリントンの市街地と断層 (松田原図)

2. 2 アンケート調査の概要

(1)アンケー卜調査

アンケート調査は、外国都市については、現地の

研究協力者の援助1)を得て1992年9月 ~1993年1月

に実施した。市川市調査も1992年9月に実施した。

同一フォーマットの質問票を英語で準備し、ア

図7 アンカラの都市構造(1985) 
出典:中林(994)より
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ンカラにおいては、現地協力者によってこの英文

をさらにトルコ語に翻訳したものを用いた。メキ

シコについても、英文をスペイン語に翻訳したも

のを準備した。

調査対象者の抽出は、海外の場合と市川市の場

合で異なる。海外の場合は、まず、現地協力者に

よって、社会経済的な観点から上流(上位)地区

・中流(中位〉地区・下層(下位〉地区の 3典型

地区を各対象都市で設定した。この 3地区から、

それぞれ一定数の回答者を選定し、アンケートへ

の回答を依頼し、現地協力者によって調査票の配

布・回収をおこなった。必要に応じて、聞き取り

による補足が行われた。しかし、発展途上地域の

3都市に比べて、ウエリントンでは小地域単位集

計の国勢調査が活用でき、さらに収入階層のデー

タが利用できるため、これらの統計データを活用

して、調査地区が選出された。

市川市での調査は、選挙人名簿から無作意で抽

出した5.000人を対象に、郵送配布・郵送回収によ

り調査を行った。

配布数、回収状況等は表1である。

表1 市民防災意識調査の実施状況

都市名 配布数 回収数 回収率 上位中位下位

アンカラ 151 148 98.0 50 49 49 

マ ー フ 120 120 100 30 60 30 

メキシコシティ 96 95 99.0 32 32 31 

ウエリントン 90 90 I 100 30 30 30 

市 )11 市 4. 877 2.251 46.2 

注;市川市の配布数は、抽出数から宛先不明を除いた

数字である。外国都市の配布数とは、現地協力者

宛に送付した調査表の枚数である。

(2)アンケートの内容

アンケート調査の設問内容は、表2である。ア

ンケート調査の回答者は、災害時には「被災者」

となり、日常時には「まちづくりや防災対策の実

施主体」の重要なひとつである「都市の一般居住

者」である。かれらを対象に、『各々の都市の市街

地環境を日常生活の場としてどのように評価して

いるのかnどのような日常生活をおくっているの

か~ r各々の都市において、どのような災害の現れ

方をする(災害様相と安全性・脆弱性〉と想定し

表2 アンケート調査の内容

事項 設 問 内 廿~・

地震発 120年以内に地震がくると思うか」
生予測

地震被 「どの被害が危険かJ
害予懇 「項目別危険度予測:自宅・小空地・公園・

学校・公共施設・高層ビル・繁華街・地下
街・路上・自動車内・鉄道内・地下鉄内)J 

生活 「上水道J1ガスJ1下水道(トイレ)J 1食
様式 料備蓄J1携行ラジオ・テレビJ1自動車」

日常環 「建て込みJ1日照等J1みどりJ1オープン
境評価 スペースJ1交通事故J1道路幅員J1振動

騒音J1大気汚染J1近隣関係J1日常環境
の総合評価J

災害環 「火災危険J1水害J1地盤沈下J1高潮」
境評価 「崖崩れJ1堤防崩壊J1地震火災J1地震動

建物被害J1災害避難J1危険物爆発J1災
害時の近隣扶助関係J1災害危険総合評価」

住宅建 「建築時期J1建物規模J1建物構造」
物様式

tit帯 「世帯人員J1乳児・幼児・児童・高齢者・障
属性 害者・病傷者の有無J1昼間在宅人員」

団答者 「年齢J1性別J1職業(業務・業態)J 1居
冨性 住期間J1災害体験」

ているのか~ rその生活スタイルには、災害時に脆

弱な点はないのか』といった、災害意識と各都市

の環境評価に関する事項を、統一形式のアンケー

ト調査票を用いておこなった幻。

以下では、この「市民意識調査」の集計結果か

ら、 5つの大都市地域における市街地環境の居住

性と安全性の評価を、各都市での社会階層差に着

目しつつ、相互比較しながら分析する。

3. 回答者・世帯等の属性からみた社会

状況の比較

市街地の日常的な居住性及び災害時の脆弱性の

居住者評価を分析するに先立って、その回答者の

属性とともに、各々の社会経済的状況、市街地の

建物や住居の様式といった、市街地の環境評価を

比較分析するための基礎となる都市的状況を把握

しておく必要がある。本節では、こうした観点か

ら調査対象都市の社会状況を比較考察する。



中林・塩野・小坂:都市環境の安全性と居往性に関する居住者評価の国際比較研究 189 

表 3 回答者の個人属性

個人の属性 アンカラ マニフ メキシコシティ ウエリントン 市 JII 

1 9歳以下 6 4.1 4 3.3 14 14. 7 3 3.3 

年 20~29 44 29.7 19 15.8 45 47.4 19 21. 1 14.4 
30~39 34 23. 0 30 25.0 11 11. 6 15 16.7 20. 7 

齢 40~49 33 22. 3 34 28.3 11 11. 6 13 14.4 23. 3 
50~59 15 10. 1 15 12.5 8 8.4 16 17.8 21. 2 

構 60~69 12 8. 1 14 11. 7 3 3. 2 12 13.3 20. 3 

7 0歳以上 4 2. 7 4 3.3 3 3. 2 12 13. 3 

成

計 148 100.0 120 100.0 95 100.0 90 100.0 100. 0 

女 性 84 60. 0 60 50.0 56 59.6 40 44.4 

性 男 性 56 40. 0 60 50.0 38 40. 0 50 55. 6 

.llU 

計 140 100.0 120 100.0 94 100.0 90 100.0 

小規模自営業 3D 20. 4 42 36.5 28 30.1 7 7.8 9. 3 

業 役員・経営者 4. 1 10 8. 7 4 4. 3 3 3.4 5. 6 
態 一般の勤務者 49 33. 3 36 31. 3 22 23. 7 37 41. 6 66.3 

.llU 無職・失業中 61 41. 5 12 10.4 18 19.4 12 13.5 12. 1 

職 そ の 他 o. 7 15 13.0 21 22. 6 30 33. 7 6. 7 

業

計 147 100.0 115 100.0 93 100.0 89 100.0 100. 0 

農林水産鉱業 。 4 5.2 。 2. 2 1.0 

業 製 造 業 4 5.8 10 13.0 4 9. 1 4 8.7 18. 9 

建 設 業 11 15. 9 8 10.4 4 9. 1 5 10.9 9.0 
種 電気・ガス・水

道・運輸・通信 2 2. 9 5 6.5 4 9. 1 8 17.3 8. 1 

.llU 卸小売業 15 21. 7 11 14.3 19 43. 2 10 21. 7 14. 0 
金融保険業 9 13.0 17 22. 1 13. 6 10 21. 7 14. 0 

職 サービス業 3 4. 3 11. 7 3 6. 8 2 4.3 28. 2 

公 務 25 36. 2 13 16.9 4 9. 1 13.0 6. 8 
業

計 69 100.0 77 100.0 44 100.0 46 100.0 100. 0 

1年未満 5 3.4 o. 8 6 6.5 15 16.7 9. 1 
1 ~ 2 17 11. 6 4 3.3 4 4.3 8 8.9 11. 4 

居 3~5 27 18.6 18 15.0 20 21. 5 8 8. 9 18. 0 
住 6 ~ 1 0 30 20. 7 26 21. 7 11 11. 8 17 18.9 17.7 
期 1 1 ~ 2 0 30 20. 7 35 29.2 33 35. 5 16 17.8 23.3 

問 2 1年以上 36 24.8 36 30. 0 19 20.4 26 28. 9 20.5 

計 145 100.0 120 100.0 93 100.0 90 100.0 100.0 

注;左覧は票数、右覧は構成比を示す。なお無回答等を除いているため票数が異なる〈以下同様)。
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3. 1 回答者の個人属性

回答者本人の属性をまとめたのが表3である。

(1)年齢構成

回答者の「年齢」構成は、発展途上地域である

メキシコシティ、アンカラ、マニラでは、 40歳代

以下で85%、79%、72%と若い人の構成比が高い。

とくにメキシコシティでは、 20歳代が47%と多く

なっているが、これには後にみるように回答者に

大学生が含まれていて、やや偏りがある。

これに対して、ウエリントン市は、 20歳代以下

も24%、60歳以上も27%と、均等に年齢構成が分

散している。市川市も同様で、20歳代以下は14%、

60歳以上も20%と少ないが、 30歳代、 40歳代、 50

歳代を中心に地域全体の人口年齢構成を反映した

構成となっている。

(2)性別構成

「性別」では、メキシコシティ、アンカラで女性

がやや多く約60%、マニラでは男女同数、ウエリ

ントンでは男性約56%となっている。市)11では男

女構成比が不明であるが、完全無作意抽出でもあ

り、やや女性の構成比が高い構成になっているも

のと推察できる。いずれの都市の場合も、回答者

の性比に顕著な差異はない。

(3)職業構成

「職業」は雇用や仕事等の形態に関する「業態」

と「業種」に区分して問うている。これには、発展

途上地域の社会経済状況と先進地域のそれとの差

異がはっきりと示されていることが注目される。

『業態』では、「中小零細企業の自営業者」の割

合が、途上地域では高い。マニラでは37%強にも

及び、メキシコシティでも30%、アンカラで20%

である。それに対して先進地域であるウエリント

ンでは8%弱、市川でも9%に過ぎない。逆に「被

雇用者(勤務者)Jでは、メキシコシティ 27%、マ

ニラ31%、アンカラ33%に対し、ウエリントン42

%、市川66%である。なお、「無職」には家庭の主

婦としての女性が、「その他」には学生などが含ま

れているが、これらについては、都市によってば

らつきが大きい。

社会階層地区別にみると、都市によって若干の

相違した傾向がある(表は省略した)。アンカラで

は、自営業者は下位地区に多く、被雇用者が上位

地区に多いのに対し、マニラは全く逆の傾向で、

自営業者は上位地区で多く、被雇用者が下位地区

で多い。メキシコシティでは、自営業者は下位地

区に多いものの、被雇用者・無職も下位地区に多

く、その他(大学生を含む)が上位地区に多くなっ

ている。

『業種』では、「その他」への偏りが大きい。こ

れを除いて、業種構成比を算出してみると、回答

者の業種構成は、各々の地域の社会経済状況をあ

る程度反映していることがうかがえる。つまり、

発展途上地域での製造業・サービス業の相対的低

さと、商業・公務の相対的な高さである。

(4)居住期間

現住地での「居住期間」を見ると、ウエリント

ンや市川よりも、発展途上地域のアンカラ、マニ

ラ、メキシコシティのほうが、現住地での居住年

数は、やや長い傾向がうかがえる。

つまり、 r2年以内Jの割合では、マニラの4%、

メキシコシティの11%、アンカラの15%に対し、

市川20%、ウエリントン26%である。逆に ru年
以上」という長期居住者の割合では、マニラの59

%、メキシコシティの56%に対し、アンカラ46%、

市川43%、ウエリントン47%である。

加えて興味深いことは、マニラ、メキシコシテ

ィともに「下位地区」と「上位地区」に長期居住

者の割合が比較的高いことである。また、アンカ

ラでは、「下位地区JIこ長期居住者が特に多いので

ある。居住地移動が相対的に激しい「中位階層」

に対し、「下位階層Jでの移動(モビリティ)の低

さは、「一穫の沈澱的社会状況」の反映とも考えら

れ、興味深い。

3. 2 回答者の世帯属性

同じく回答者の世帯としての属性をみたのが表

4である。
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表 4 回答者の世帯属性

世帯の属性 アンカラ マニフ メキシコシティ ウエリントン

l人(単身) 3 2. 1 。 5 5.3 14 15. 6 
世 2人 27 18.5 2 1.7 5 5.3 30 33.3 
帯 3- 5 103 70. 6 42 35. 0 58 61. 1 41 45. 6 
人 6 -1 0 13 8. 9 69 57. 5 25 26. 3 5 5. 6 
員 1 1 -2 0 。 5 4. 2 2 2.1 。

2 0人以上 。 2 1.7 。 。
計 146 100.0 120 100.0 95 100.0 90 100.0 

乳 L 、Tよ L、 128 87.1 103 85. 8 94 99.0 84 93.3 
児 1 人 17 11. 6 14 11. 7 1.1 6 6. 7 
数 2 人 2 1.4 o. 8 

3 人 。 2 1.7 

小 計 147 100.0 120 100.0 95 100. 0 90 100.0 

幼 いない 134 91. 2 90 75.6 85 89.5 85 94.4 

児 1 人 13 8.8 25 21. 0 10 10.5 5 5. 6 
数 2 人 。 3 2.5 。

3 人 。 o. 8 。 。
小 計 147 100.0 119 100.0 95 100.0 90 100.0 

世

帯 児 いない 97 66.4 80 66. 7 81 85. 3 79 87. 8 
童 1 人 35 24. 0 30 25.0 13 13.7 6 6. 7 
数 2 人 10 6.9 5.0 5 5. 6 

る 3人以上 4 2. 7 4 3. 3 1. 1 。
災

害 小 計 146 100.0 120 100.0 95 100.0 90 100.0 
弱

者 高 いない 125 84. 5 94 78.3 81 85. 3 67 74.4 
の 齢 1 人 17 11. 5 15 12.5 10 10.5 12 13.3 
人 者 2 人 4. 1 11 9. 2 4 4. 2 11 12.2 
数 数

小 計 148 100.0 120 100.0 95 100.0 90 100.0 

障 いない 146 98. 7 111 92. 5 94 98.9 85 94.4 
害 1人以上 2 1.3 7. 5 1. 1 5 5. 6 
者

数 小 計 148 100.0 120 100.0 95 100.0 90 100.0 

傷 いない 129 87. 2 112 93. 3 91 95. 8 86 95. 6 
病 1 人 16 10.8 6 5.0 4 4. 2 4 4.4 
者 2 人 3 2. 0 2 1.7 
数

小計 148 100.0 120 100.0 95 100.0 90 100.0 

注 I乳児Jは 1歳未満児、「幼児」は 1-2歳児、「児童」は 3-5歳児、

「高齢者Jは 65歳以上である。

市 JlI 

19.9 
21. 0 
54.1 
5.1 

100. 0 

96.2 
3.8 

100. 0 

94. 1 
5. 9 

100. 0 

91. 1 
8. 9 

100. 0 

82.8 
17.2 

100. 0 

97. 1 
2.9 

100. 0 

99. 0 
1.0 

100. 0 
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(1)世帯規模

「世帯人員」にみる世帯規模の状況は、発展途上

地域で相対的に大規模で、先進地域で小規模とな

っているo とくに世帯規模が大きいのは、マニラ

で、 6~10人が58%である。逆に世帯規模が小さい

のは市川で単身世帯が20%、二人世帯が21%、ウ

エリントンでは単身世帯が16%、二人世帯が33%

にも及ぶ。

しかし、発展途上地域でも、農村地域に比べる

と大都市地域では世帯規模が相対的に小規模化し

ていると思われる。なお、社会階層的に世帯規模

の差異はあまり無いが、中位にやや規模が小さい

傾向がみられた。

(2)災害弱者の所在

世帯人員に「乳児・幼児・児童・高齢者・障害

者・病傷者」といった災害弱者がいることは、災

害時の潜在的脆弱性を高めるものである。同時に、

こうした弱者は日常的にも良好な居住性を必要と

する人々であるともいえる。

く乳幼児について>

「乳児 (0歳児)Jを抱えた家族の割合は、マニ

ラ14%、アンカラ13%と高L、。次いでウエリント

ンの7%、市川の4%、そして、 20歳代の大学生を

回答者に含んでいたメキシコシティでは1%で

あった。しかし、メキシコシティの都市実態として

はマニラやアンカラと同様に、社会実態的には少

なくないと考えるべきであろう。

なお、 20人規模を超える巨大家族がいるマニラ

では、乳児が3人いるという家族があることも注

目される。

「幼児(1~2歳児)J では、マニラが24% と圧

倒的に多い。次いでメキシコシティで11%、アン

カラの9%、市川の6%、そしてウエリントンの6%

である。

「児童 (3~5歳児)Jでは、アンカラの34%、マ

ニラの33%が断然高い。次いで、メキシコシティ 15

%、ウエリントン12%、そして市川の9%である。

これらの乳幼児のいずれかを含んでいる世帯を

再集計した「全乳幼児 (5歳以下)Jについてみた

のが、表5である。これによると、アンカラ、マ

ニラではとくに多く、ほぽ2世情に 1世帯が乳幼

児を抱えていることになるo しかも、社会階層的

にみると、下位地区の世帯ほど乳幼児のいる世帯

の割合が高い。例えば、アンカラでは(表省略)、

下位地区では61%、中位地区で48%、上位地区で

は27%であり、マニラでは下位72%、中位50%、

上位23%といった状況である。一般に、少子化し

ている先進地域の乳幼児の少なさに対し、発展途

上地域では、社会経済的に地位の低L、世帯の居住

する地区で災害弱者でもある乳幼児が多い傾向が

うかがえる。

く高齢者・障害者等について>

「高齢者 (65歳以上)Jではウエリントンが最も

高く 26%、次いで、マニラの22%、市川の17%、

アンカラの16%、そしてメキシコシティの15%で

あった。これは乳幼児の場合とは、逆に、先進地

域の高齢社会化を反映しているのであるが、発展

途上地域のマニラの高い値が特徴的である。しか

し、これは、社会階層的にみると乳幼児の場合と

は異なり、アンカラとマニラでは下位地区ほど乳

幼児が多く、逆に上位地区ほど高齢者が多い。

上位地区・中位地区・下位地区の頒に、各都市の

高齢者のいる世帯構成比を見ると、アンカラでは25

%・ 10%・12%、マニラが37%・18%・13%であ

る。サンプルに偏りのあるメキシコシティでは逆に

6%・16%・22%となった。しかし、先進地域であ

るウエリントンでは27%・17%・33%である。すな

表 5 5歳以下の享L幼児のいる世帯の割合

乳幼児数 アンカラ マニフ メキシコシティ ウエリントン 市 川

いない 80 54.8 61 51. 3 76 80. 0 75 83. 3 
l 人 39 26.7 31 26. 1 13 13. 7 6 6.7 
2 人 19 13. 0 16 13. 5 5 5. 3 6 6. 7 
3 人 7 4.8 6 5. 0 3 3. 3 
4 人 l o. 7 i 1.1 
5人以上 5 4.2 
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わち、先進地域では高齢社会化の進行によって、

上位のみならず下位にも高齢者世帯が多くなって

いることが推察しうる。

「身体的に障害のある者」のいる世帯の割合で

は、都市間であまり差がない。マニラで8%、つい

でウエリントンの6%、市川の3%、メキシコシティ

の1%、そしてアンカラの1%である。社会階層的

にもとくに差異はない。

「病傷者」についても同様で、特徴的な傾向を見

いだすことはできない。しかし、発展途上地域で

は、障害者に対するよりも、病傷者のいる世帯の

方が割合が高い。アンカラでは13%、マニラは7%、

メキシコシティは4%である。他方ウエリントンで

は4%、市川では1%であった。

(3)昼間における世帯の状況

昼間、先進地域の都市の郊外居住地では、乳幼

児と高齢者と主婦に偏った人口構成が出現し、災

害時を想定すると、地域社会の脆弱化が指摘され

ている。しかし、各都市の「昼間在宅人員Jをみ

た表6によると、「昼間自宅に誰かはL、る」とする

世帯の割合は、市川の46%、ウエリントンの68%

に対して、アンカラでは73%、メキシコシティで

は83%、マニラでは実に93%である。逆lこ、「昼間

は誰もいな ~\J とする世帯は、市川の37%、ウエ

リントンの31%に対して、アンカラでは10%、メ

キシコシティでは9%、マニラでは4%である。

このことは、世帯の職業における「業態」と関

連しているもので、家庭では乳幼児が多く、個人

事業(自営業〉の多い発展途上地域に対し、少子

化および企業社会化して職住分離が進む先進地域

での都市居住人口の昼夜間格差の大きさを示すも

のである。職住混在的で、昼夜とも地域に居住者

がいて、(かつての我国の下町と同様に)後述する

ように「近隣関係」が緊密な地域社会が発展途上

地域の都市にはあることをうかがわせる。

3. 3 住宅建物様式

(1)住宅の老朽さ

回答者の住宅の「建築特期Jは、大まかには、

表6 昼間に1!!:待に人はいるのか

昼間在宅人員数 アンカラ マニフ メキシコシティ ウエリントン 市 111 

誰かは、いる 107 72.8 112 93.3 78 83. 0 61 67.8 48. 5 

誰も、いない 15 10.2 5 4.2 8 8. 5 28 31. 1 37.4 

わからない 25 17.0 3 2.5 8 8.5 1.1 14. 1 

計 147 100.0 120 100.0 94 100.0 90 100.0 100.0 

表 7 回答者の住宅の建築時期と規模

住宅の属性 アンカフ マニフ メキシコシティ ウエリントン 市 111 

5年以下 20 14. 5 22 19. 1 9.9 3 3.5 21. 9 

建 6-10年 14 10. 1 28 24.3 9. 9 2 2.4 19.5 

設 1 1 -2 0年 49 35. 5 36 31. 3 33 36. 3 5 5. 9 39.4 

時 21-30年 31 22. 5 21 18.3 8 8.8 16 18.8 15. 2 

期 3 1年以上 24 17.4 8 7. 0 32 35. 2 59 69.4 4. 0 

計 138 100.0 115 100.0 91 100. 0 85 100. 0 100. 0 

25m'未満 。 7 5.8 8 8. 4 1.1 7. 5 

住 25-40m' o. 7 10 8.3 12 12. 6 6 6. 7 13. 8 

宅 40-60m' 12 8. 2 13 10.8 11 11. 6 5 5.6 19. 1 

規 60-100 m' 79 54.1 20 16.7 14 14. 7 23 25. 6 32. 9 

模 100-200 m' 51 34. 9 25 20.8 12 12. 6 42 46. 7 20.2 

200m'以上 3 2.1 45 37.5 38 40. 0 13 14.4 6. 5 

計 146 100.0 120 100.0 95 100.0 90 100.0 100.0 
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市街地での建物の建て替えや都市化の動向を反映

するものと考えられよう。相対的に新しい建物が

多いのは、マニラと市川である。 10年以下の住宅

の割合ではマニラ43%、市j1141%、20年以内で見

ると、マニラでは75%、市川では81%となる。逆

に、年数を経た住宅の割合が高いのは、都市成長

が安定的・成熟的なウエリントンで、 31年以上が

69%にも達する。アンカラでは11-30年が58%と

なっている。メキシコシティでは20年以内と30年

以上に二分した分布を示している。調査対象地区

として抽出した地区の市街地形成の歴史に規定さ

れることではあるが、市川及びマニラのアジアモ

ンスーン地域の都市における建物更新の激しさ

と、ウエリントンの落ち着いた成熟都市的状況と

は、対照的で、興味深い(表7)。

社会階層的にみると、全体に新しい住宅が多い

マニラでも、相対的に上位地区の住宅はやや古い

ものが多く、下位地区の住宅は(古いものもある

が〉新しいものが多いといった状況がうかがえる。

メキシコシティとアンカラでは逆で、上位地区の

住宅ほど新しく、下位地区の住宅は居住期間も長

く、建物も古いものが多い傾向にある。なお、ウ

エリントンでは社会階層的にも差異はみられな

L 、。

(2)住宅の規模

回答者の住宅の延べ床面積でみた「建物規模(表

7)Jによると、注目すべきは、我国大都市の郊外

住宅地の典型である市川で、都市間比較において

最も住宅規模が貧しいことである。世帯人員規模

を勘案しても、日本の住宅水準の低さは否定し得

ない。加えて、日常生活においては平均的な所得

水準の高さから、狭い住宅内に多くの家財道具類

を持ち込んでいると推察できる。このことは、地

震災害時を想定すると、建物は壊れなくても家具

等の転倒による危険が最も高いのが我国の都市の

居住形態であるということを示している。

さらに、ウエリントンに比べても、アンカラ・

マニラ・メキシコシティの住宅規模が必ずしも低

いわけではないことも興味深い。100rrf以上の住宅

の割合を見ると、ウエリントンの61%に対し、マ

ニラで58%、メキシコシティで53%、アンカラで

37%、そして市川では27%に過ぎないのである。

社会階層的にみると、当然ながら、いずれの都

市でも上位の住宅が広く、下位の住宅は狭い。と

くに住宅規模が分散しているマニラとメキシコシ

ティでは、上位と下位の住宅規模の差は大きかっ

た。

(3)住宅の構造

回答者の住宅の「建物構造」をみた表8による

と、各都市の特徴がよみとれる。木造中心の混在

型の市川(日本)、日本よりも木造の多いウエリン

トン、鉄筋コンクリー卜枠組み造で軽量ブロック

等を内外の壁材に用いているマニラやメキシコシ

ティ、プロックや組積造が多いアンカラという具

合いである。この構造別分布は、後述の地震災害

時の建物被害への危慎とも大いに関連する。端的

にいうなら、 「非木造の多い発展途上地域の都市

住宅では、耐震性が(木造よりも)低く、地震震

動による重大な建物被害を多発させる危険性を内

在している」と認識されてきた背景である。

社会階層的にはアンカラ以外は差はない。アン

カラでは、ブロック組積造は中位・下位に多く、

上位の住宅は軽量ブロック等を内外の壁材に用い

た鉄筋コンクリート枠組み造が多い傾向にあるo

表 8 回答者の住宅構造の比較 (見)

住宅の構造種別 アンカフ マニラ メキシコシァィ ウエリントン 市 jll 

ブロック・無筋・組積造 54. 5 0.9 3. 2 1.8 

木造・木骨造・防火木造 1.4 7.9 82. 1 55. 3 

鉄筋コンクリート造 25. 2 90.4 88.4 7.1 28. 5 

鉄 骨 造 0.9 5. 3 12. 9 

そ の 他 18. 9 3. 2 10.7 
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3. 4 都市における生活様式

(1)ライフライン関係

①上水道

表9によると、「上水道」の利用率は、ウエリン

トンが100%、アンカラが99%、メキシコシティが

98%、市J1197%、そしてマニラが83%である。こ

れには井戸との併用利用者も含まれている。逆に、

井戸のみの利用と併せて災害時に上水道が停止し

ても「井戸を利用できる世帯」の割合をみると、

マニラが最も高く 29%(井戸のみ17%)である。

ついでメキシコシティの7%、市川の6%、アンカ

ラの3%で、ウエリントンでは 0%であった。

日常生活における保健性からは上水道の整備は

重要な課題であるが、地震災害時のライフライン

の被害を想定すると、井戸も同時に使用できる状

態は、災害後の応急生活においての有利さを示し

ていると考えられる。

なお、「水道が自宅まで引かれているか」につい

てみると、特徴的なのがアンカラで「自宅まで引

き込まれていない(共同利用水道)Jとする世帯が

57%にも及んでいる。無許可住宅で道路が整備さ

れず地区全体に上水道が整備されていないゲジェ

コンドゥ地区に代表される共同水道と水の扱み置

きの生活様式が、社会階層的に下位にある地区の

世帯に多いことを反映している。

②ガス燃料

表10によると、家庭での燃料としての「ガス」

も都市による差異が大きい。いわゆる都市ガスが

多いのは市JIIで75%である。ついで、ウエリント

ンの59%、アンカラの53%であるが、マニラでは

2%、メキシコシティでは 0%である。マニラの数

字は、もともと都市ガスはないので、 LPGの集

中システムと解すべきであろう。従って、 LPG

は、メキシコシティが100%で、マニラでは87%で

あり、アンカラは45%、市川では22%である。

ガス以外のエネルギーを使っているのは、ウエ

リントンでは39%に達し、マニラでは13%である。

社会階層的にみると、アンカラではインフラの

無い下位地区はすべてLPGである。ウエリント

ンの「ガス以外の燃料J使用者は中位・下位に多

いものの、高齢者を中心に電気を利用しているも

のと思われる。しかし、マニラではとくに下位に

多く、「灯油Jなどのより安価な燃料を利用してい

表 9 ライフラインの現状(1 )上水道の利用

アンカフ マニフ メキシコシティ ウエリントン 市 JII 

飲 上水道のみ 144 97.3 85 71. 4 88 92.6 90 100.0 94. 1 
み 個人の井戸 2 1.4 20 16.8 2 2. 1 2. 7 
水 上水道と井戸 1.4 14 11. 8 5 5. 3 3. 2 
は

計 148 100.0 119 100.0 95 100.0 90 100.0 100. 0 

自 上水道ある 62 42.8 113 94.2 76 96. 2 90 100.0 
宅 ない 83 57. 2 7 5.8 3 3. 8 。
lま 計 145 100.0 120 100.0 79 100.0 90 100.0 

表 10 ライフラインの現状(2 )ガスの利用

アンカフ マ ニフ メキシコシティ ウエリントン 市 JII 

ガ 都市ガス利用 79 53.4 2 1.7 。 53 58. 9 75.1 
ス LPガス利用 67 45. 3 102 85. 0 95 100.0 2 2.2 21. 7 
の ガス使用せず 2 1.4 16 13.3 35 38. 9 3.2 
種

類 計 148 100.0 120 100.0 95 100.0 90 100.0 100. 0 
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ると思われる。

③下水道とトイレ

表11によると、「トイレ」についても、下水道利

用者の割合が都市によって異なる。

最も下水道の普及率が高いのはウエリントンで

100%、ついでアンカラの80%、メキシコシティの

75%となる。ただ、アンカラでは上水道が自宅に

あるのが43%にすぎないため、この下水道80%は

誤認と理解すべきである。市川では51%、マニラ

は27%にすぎない。日常の衛生環境からみると、

下水道システムの普及は望ましいが、地震災害時

でみると、応急生活には必ずしも対応性が高くは

ない。

個別システムの割合は、マニラの73%が最も高い

が、水洗式トイレが56%である。市川でも49%のう

ち43%が個別システムの水洗式トイレである。

このようにみてくると、公共下水道の整備に関

わりなく発展途上地域といえども大都市では水洗

式であり、水が確保されなければ「地震災害時の

トイレ問題」は重大であろう。

また、上水道の場合に比べて、 トイレは(共同

トイレではなく〉各戸にある割合が高い。下位地

区を中心にアンカラで14%が「トイレがなL、」と

しているのみであった。

④食糧の保有や備蓄

表12によると、家庭での「食料備蓄(保有)Jは、

単身世帯が多い市川では42%の家庭で「食料の蓄

え」が無いとし、アンカラでは37%が、メキシコ

シティでも28%が「食料の蓄え」が無い。逆に、

単身世帯が多いものの高齢者も多い西欧式生活様

式のウエリントンが、食糧の備蓄がある世帯が最

も多い。

食糧の蓄え量でみても、市川では蓄え量が少な

く、災害後の食糧問題は、市川が最も厳しい状況

にある。その他の都市では、いずれも蓄えのある

家庭では平均一、二週間程度である。

⑤自動車の保有

表13によると、「自動車等Jの所有状況は、すべ

ての都市で相当に高いものとなっている。最も高

いのはウエリントンの82%であり、ついでメキシ

表 11 ライフラインの現状(3 )トイレの状況

アンカラ マニフ メキシコシティ ウエリントン 市 )11 

ト個別汲み取り 24 16.3 21 17.5 6. 3 
イ 個人浄化槽 4. 1 67 55.8 24 25.3 42. 7 
レ 公共下水道 117 79. 6 32 26. 7 71 74.7 90 100.0 50.9 
形

式 計 147 100.0 120 100.0 95 100.0 90 100.0 100. 0 

自 トイレがある 127 86.4 118 99.2 94 99. 0 90 100.0 
宅 ない 20 13. 6 0.8 1.0 。

計 147 100. 0 119 100.0 95 100.0 90 100.0 

表 12 食料の備蓄状況と備蓄している量

アンカフ マニフ メキシコシティ ウエリントン 市 )11 

備 食料備蓄あり 90 63. 4 99 82.5 68 71. 6 79 87.8 58. 0 
蓄 なし 52 36. 6 21 17.5 27 28. 4 11 12.2 42.0 
状
況 計 142 100.0 120 100.0 95 100.0 90 100.0 100. 0 

備 3日以内 56 37.8 28 23.3 34 38. 2 22 27. 2 
蓄 4-7日間 19 12. 8 45 37. 5 25 28. 1 34 42. 0 
の 1-3週間 28 18. 9 38 31. 7 23 25. 8 22 27. 2 
程 3週間以上 45 30.4 9 7.5 7 7. 9 3 3. 7 
度

計 148 100.0 120 100.0 89 100.0 81 100.0 
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表 13 自動車等の保有状況

アンカラ マニフ メキシコシティ ウエリントン 市 jll 

自動車を持ってる 80 54. 0 75 64. 7 59 66. 3 73 82. 0 63.4 

ノfイクを持ってる 2 1.7 3.3 

何も持っていない 68 46. 0 39 33. 6 30 33. 7 16 18. 0 33.3 

計 148 100.0 116 100.0 89 100.0 89 100.0 100.0 

表 14 回答者の被災体験と被災した災害の種類

災害の種類 アンカラ マニフ メキシコシティ ウエリントン 市 JII 
る 34 23.4 93 78.2 69 73.4 34 38. 2 

体な L 、 111 76.6 26 21.9 25 26. 6 55 61. 8 

体 地震災害 14 12. 6 30 25. 2 61 64. 9 5 5. 6 2.3" 

験 水害・洪水 7 6. 3 24 20. 2 3 3. 2 6 6. 7 17.5 

し 地滑り・崩壊 0.9 1. 1 0.6 

fこ 他の自然災害 0.9 2 1.7 2 2. 1 3 3. 4 4.4 

災 火 災 8 7.2 4 3.4 1.1 3 3.4 4. 0 

害 暴動・テロ 3 2. 7 31 26. 1 1.1 7 7. 9 

の 戦争・争乱 0.9 2 1.7 。 7 7. 9 13. 5 

種 他の人為災害 。 。 1.1 1.1 

類 被災体験ない 111 76. 6 26 21. 9 25 26. 6 55 61. 8 ー-ー一

計 145 100. 0 119 100.0 94 100. 0 189100.0 一一』ー

注:1)関東大震災 (923)に対する体験者の比率であり、その他の地震体験を含まない。

コシティの66%、マニラの65%、市川の62%、そ

して自動車が入りこめない細街路のゲジェコン

ドゥ地区の拡がるアンカラが54%である。

軌道系の都市交通システムが未発達な外国の諸

都市では、発展途上地域とはいえ、もはや自動車

は相当程度に普及しており、災害時の自動車交通

管理は重大な問題となりうる可能性を示してい

る。もっとも、自動車は、使いようによっては、

照明、ラジオなどの利用、避難生活の場あるいは

災害時の重要な運送手段になりうることにも留意

する必要はあろう。

(2)災害体験

「災害体験」の有無では、過去の災害発生状況を

反映してマニラ、メキシコシティでそれぞれ78%、

73%の体験者がいるのに対し、ウエリントンでは

38%、市川でも37%、アンカラでは23%にすぎな

い(表14)0 I体験した災害の種類」では、当然な

がら都市によって異なる。体験者の割合(%)の

多い順に都市毎に見ると、以下のようになる。

マエラ;テロや暴動 (26) ・地震(25)・洪水(20)

メキシコシティ;地震 (65) ・洪水 (3)

ウエリントン;テロや暴動 (8) ・戦争 (8) ・洪

水(7) ・地震 (6)

アンカラ;地震(13) ・火事(7) ・洪水 (6)

市 }//;洪水 (8) ・戦災 (4) ・その他の自然

災害 (4) ・火災(4)

市川を除いて「地震経験者」が意外に多くいる。

しかしメキシコシティ以外の三都市では、現在住

んでいる当該都市での体験に加えて、他地域での

体験者がその後流入して来たケースが少なくない

と推察できる。

3. 5 回答者の属性からみた都市社会と生活様

式における居住性と脆弱性の特徴

以上の 3.1-3.4までの回答者の世帯や住

宅の属性を、「臼常の生活様式と生活実態からみた

居住性とその地震災害時の脆弱性」という観点か

ら比較検討すると、先進地域と発展途上地域とで

以下のような特徴が明かとなる。

①発展途上地域では、その経済構造の特性を反映

して、「零細自営業者が多い」ことが特徴である。
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先進地域の「企業雇用社会」とは対照的に、「個人

企業が多い自営業社会」であることは、相対的な

情報化・組織化の遅れにともなう特徴的な災害の

様相を呈する。つまり、経済(職)と生活(住〉

が空間的にも混在し、密接不可分となっている発

展途上地域では、その被害の様相は「多重化した

システムによる被害連鎖が重大となる間接被害

型」というよりも、「職住が一体的で被害を同時に

被ってL、く直接被害型」と特徴づけることが出来

るS)。

②発展途上地域は、先進地域に比べ、今日におい

ても地方から都市への人口集中が加速度的に進展

し、その急激な「都市化」の結果、住宅問題が極

めて逼迫していると理解されている。しかし、都

市内部での居住地移動に関しては、先進地域の方

が激しく、一度住み始めた地域での定住性は発展

途上地域の方が高い。

このことは、発展途上地域の方が「地域社会の

定住性が高い分だけ、近隣関係も緊密でありうる」

ことを類推させる。この定住性と近隣関係の緊密

性とは、災害時の対応力の向上に寄与しうる「社

会資源」であると予察できる。

③発展途上地域において、被災体験者の割合が高

い傾向がある。このことは、被災体験が防災対策

を促進させる反面、逆に、被災への諦観となる恐

れもある。従って、被災体験者の多い都市におい

ては、まちづくりにおいても、また各種の防災対

策においても、この被災体験をテコとしてそれら

の実施を促進させていく仕掛けが重要課題となろ

つ。

④世帯規模は発展途上地域で大きく、しかも、乳

幼児や疾病者を抱えた世帯の割合が極めて高い。

反面、高齢者については先進地域の方が割合が高

い。つまり、発展途上地域では、世帯構成上、乳

幼児を中心に災害弱者の多い脆弱な世帯構造とな

っている。このことは、発展途上地域の災害を理

解する上で、充分に留意すべき特徴である。

⑤上記①と関連し、発展途上地域では、職住一致

の傾向が高く、多くの地域の昼夜の人口構成に、

先進地域ほどの差異はなL、。このことは、先進地

域では都市郊外住宅地が昼間は世帯主が不在で、

災害弱者に偏った人口構成となっていることや、

都市居住者の帰宅距離の増大による災害時の交通

(帰宅)問題が重大となるのに対し、発展途上地域

ではいつ災害が発生しでも、地域の人的対応力に

大きな差異がないということを意味する。従って、

この社会状況は、むしろ、地域での緊急対応には

有利な条件となりうる点である。

⑥住宅規模でみると、発展途上地域の住宅はわが

国に比べて平均的に水準が高いといえる。しかし、

発展途上地域の都市住宅は、その人口急増と住宅

供給の逼迫性、さらにその人口密度の高さを反映

し、先進地域よりも格段に低規格のコンクリート

枠組系の集合住宅が一般化しつつある。とくに、

この住宅の耐震性(逆にいえば脆弱性)の問題は明

かで、最近の地震被害の様相にみるまでもなく、大

きく地震災害の被害程度を規定することになる。

⑦発展途上地域の大都市における生活様式は、ラ

イフライン系の基盤施設が順次整備されてきてお

り、今調査でみる限り、わが国の大都市郊外市街

地と大差ない状況にいたりつつある。また、自動

車の普及は、わが国大都市のそれよりも高い可能

性すらうかがわれる。ガスについては、発展途上

地域においても、個別LPGによる都市ガスの無

い都市(マニラやメキシコシティ)があるものの、

居住者の生活は自給自足性を急速に低下させてき

ており、災害時の居住生活の「都市災害型脆弱性J

を高めていると解釈すべきであろう。

4. 地震災害時の被害予測

4. 1 地震発生の予想

「近い将来(今後初年以内に)あなたの都市を地

震が襲うと思いますか」という聞に対する回答は、

都市によって異なる。この「地震発生」への予想

は、市民がそして行政が地震対策・防災対策を推

進していくパックボーンとなるものである。この

予想の高さは、防災対策の必要感を高めるであろ

うし、また対策の実行を要求してL、く原動力とも

なろう。反面、対策が間に合わない、地震になれ

ばすべて終わりだ、といった絶望観、諦観につな
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がるような過剰な危機感は、対策効果を疑問視さ

せたり、災害問題からの逃避志向に走ってしまう

など、逆効果になることもありうる。従って、防災

対策を実施していく上で大切なのは、「災害を正し

く恐れる」ことである。これは、あらゆる地域にお

いて防災教育の主要な目的のひとつなのである。

表15によると、市民が感じている地震災害発生

の予想では、 1985年に地震被害を被ったメキシコ

シティで最も割合が高く、 75%にも達する。つい

で、マニラの61%、そして市川54%、ウエリント

ン50%である。

地震国のトルコでも中央アナトリア高原の中央

部で、造山帯からはなれて位置するアンカラは、

ハザードマップ(地震発生予想図)でも最も危険

度の低い地域になっているのだが、市民の意識に

おいても「地震は身近な問題ではなL、」ょうであ

る。しかし、この調査に併せて実施したエキスパ

ート調査4)では、アンカラにおいても、地震問題

は自然災害においてはもっとも危慎される災害と

していたし、人為的災害を加えてみても、大気汚

染、火災に次いで、危慎されていた。しかしなが

ら、一般市民の予想では、 120年以内の地震発生」

を予想したのは僅か3%にすぎず、 87%が120年以

内には地震は来なL、」と思っている。

「来るJに I(来るかも知れないが)分からない」

も含めて「地震の発生・再来を予想している人々」

とみなすと、 1985年に大きな地震被害を被ったメ

キシコシティが93%で、最も再来を危倶している。

次いで、市JIIが91%、マニラが83%、ウエリント

ンが77%に対して、アンカラは14%と少ない。

なお、この「近い将来の地震の発生予想JIこは、

社会階層的、あるいは性別における明確な差異は

認められなかった。

4. 2 危険度予想からみた地震被害の様相

「地震が発生したときに、最も重大な被害は何

か、重大な事項を3つ選べ」という設問に対する

回答が、表16である。このうち、各都市において

重大被害として指摘の多い(恐れている)被害事

項を整理しなおしたのが、表17である。これによ

ると、日本(市JII)と外国とでは、地震災害とし

て恐れている項目に大きな違いがある。

表 15 近い将来に地震が襲うと思うか

アンカラ マニフ メキシコシティ ウエリントン 市 )11 

地震が襲うだろう 4 2. 7 73 60.8 71 74.7 45 50.0 53.8 

地震はないだろう 128 86. 5 21 17.5 7 7.4 21 23. 3 9. 3 

わからない 16 10.8 26 21. 7 17 17.9 24 26. 7 36. 9 

計 148 100. 0 120 100.0 95 100.0 90 100.0 100.0 

表 16 地震災害時に危慢される災害の状況(複数回答)

アンカラ マニフ メキシコシティ ウエリントン 市 )11 

建物の破損や倒壊 115 77. 7 100 83. 3 84 88.4 58 64.4 44.4 
7' 目，~・石塀の転倒j 18 12.2 25 20. 8 7 7.4 9 10. 0 

31. 7 
電柱の転倒や被害 58 39. 2 47 39. 2 29 30. 5 40 44.4 
地震火災の発生 6. 1 10 8.3 7 7.4 16 17.8 63. 1 
狭あい道路の閉塞 68 45.9 21 17.5 22 23. 2 18 20. 0 21. 2 
危険物の爆発漏洩 22 14.9 27 22.5 41 43. 2 39 43.3 6. 3 
広域避難の函難さ l o. 7 7 5. 8 8 8. 4 7 7. 8 12.8 
港下物の危険 6. 1 17 14.2 6. 3 10 11. 1 11. 2 
交通の混乱や事故 3 2. 0 9 7. 5 3 3. 2 2 2. 2 19.8 
食糧飲料水の不足 25 16. 9 13 10. 8 4 4. 2 6 6. 7 55. 3 
情報の欠知やデマ 49 33. 1 16 13. 3 50 52. 6 34 37.8 21. 5 
そ の 他 o. 1 。 。
とくに危険はない 1.0 

計 148 100.0 120 100.0 95 100.0 90 100.0 
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表 17 市民が地震時に危慢する被害事項

第 l位 第2位 第3位 第4位

アンカラ 建物開 狭隆(4道5.路9%の)閉塞 電柱(39の.転2%倒)や被害 情報(33の.欠1%如)とデマ

マ ‘' フ 常務 電柱(3の9.転2%倒〕や被害 危勝良持発漏洩 狭隙(1道7.路5%の)閉塞一

メキシコシティ
建(8物8.震4%害) 情報(52の.欠6%如)とデマ 危煙FZR発漏洩 電柱(3のo.転5%倒)や被害

ウエリントン
建(6物4.震4%害) 電柱(44の.4転%倒)や被害 危検(4物3.3の%爆)発漏洩 情報(37の.欠8%如)とデマ

市 )11 
地(6震3.火1%災) 飲告す開の不足 建物(4震4.害4%) 電arFお転倒

市川では、先ず i(地震)火災 (63%)Jであり、

「飲料水・食糧の不足 (55%)Jである。確かに、

表12でみたように、家庭での食糧の蓄えでは、市

川が最も少ない状況を呈していたが、市民にとっ

て「飲料水・食糧」に対する不安が大きいことは、

我国の都市型災害における地震対策課題として、

留意しておくべき事項である。

逆に、外国の4都市では、先ず地震動による「建

物の破損や倒壊」である。しかも、先進地域では

あるが、木造の多いウエリントンでの65%に対し、

発展途上地域の 3 都市では78%~88% と高い指摘

率となっている。市川では、「建物震害 (44%)J 

は第 3位に、次いで「電柱やフーロック塀の転倒被

害 (32%)Jとなる。外国の 4都市では、都市によ

って順序が異なるものの、第2位~第4位に「電

柱等の転倒被害(そして停電)J，i危険物の爆発や

有毒ガスの漏洩」、「情報欠如やデマによる社会混

乱」、あるいは「狭隆道路の閉塞」が指摘される。

しかし「地震火災」や「飲料水・食糧」は上位に

は指摘されてこない。

このことは、各都市での建物の耐震性に対する

信頼感の違いを反映しているものである。その結

果、わが国で「地震の時は、先ず丈夫な家具等安

全なところに身を寄せ、身の安全を確保し、揺れ

がおさまったらすぐに火を消しましょう」あるい

は「地震だ火を消せ」とL、う行動訓が普及してい

るのに対し、発展途上地域での i(何はともあれ)

できるだけ早く建物から脱出すべきである」との

行動訓となるのである幻。

4. 3 都市施設の安全性評価にみる地震災害の

様相

表18は、「大地震に襲われたとき、次のような場

所は安全だと思いますかJとの設問による各都市

表 18 都市施設別にみた「安全性評価」 (自)

都市施設等 アンカラ マ ニ ラ メキシコシティ ウエリントン 市川 平均

都市公園や緑地 + 85.0 + 75.8 + 87.4 + 74.4 十 83.7 81. 3 
遊び場や小公園 + 59.0 + 57.5 + 53.7 + 64.4 ⑦ 16.2 50.2 
自 宅 20.3 + 67.5 十 59.0 + 66.7 23. 9 47.5 
道路(歩道上) 38.1 47.5 34. 7 39. 3 ④ 5. 0 32. 9 
各種の学校施設 23.0 22. 0 22. 3 43.3 + 50.2 32. 2 
自動車パス車内 24.3 23.5 24.5 30. 0 ② 4. 7 21. 4 
役所や公共施設 21. 0 ② 5.0 ① 9. 5 25. 6 26. 7 17. 6 
鉄道の車内 ③ 17.0 ⑤ 9. 3 34.7 ④ 12.5 ③ 4.8 15. 7 
地下鉄の車内 ④ 19. 9 ③ 5. 5 21. 1 ⑤ 7. 0 13.4 
地 下 街 23. 0 ① 4.4 ③ 19.0 ③ 9.0 ⑥ 10. 0 13. 1 
商業地や繁華街 ① 2.7 ⑥ 11. 7 37. 2 ① 7.8 ① o. 4 12. 0 
(超〉高層ビル ② 3.4 ④ 5. 9 ② 12.8 ② 7. 9 22. 0 10.4 

注:①~⑦は、「安全」指摘の20%未満の (80%以上が危険と思っている〉項目のとその順序。
+は、「安全」との指摘が50%を超えている項目。
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の安全性評価である。表中の数字は、「安全である」

と回答した割合を示している。表の右端の「平均」

とは、各都市の安全指摘率の単純平均で、その平

均「安全」指摘率の高い項目順に並べている。

①各都市に共通して安全指摘率が高いのは、オー

プンスペース系施設であり、逆に安全指摘率が低

いのは、鉄道や地下街・繁華街・高層ビルといっ

た不特定多数の人口が高密度に集まる都市施設や

都心的空間である。

しかしながら、市川(日本)と外国とで大きく

評価が異なる項目もある。

②日本では安全性評価が低く、外国では高い項目

としては、「遊ひ守場や小公園」といった身近かな空

地である。その理由は、地震災害の被害の様相に

ついての認識の差である。外国とくに発展途上地

域では「建物の倒壊」を主要被害として危倶する

ため、小規模でも身近かな空地を高く評価してい

るのに対して、わが国では、「市街地火災」からの

安全性評価を基準とするため小規模な空地は「安

全ではなL、」と評価していると推察できる6h

③また、「道路(歩道上)Jや「自動車・パスの車

内Jr鉄道の車内」も同様に日本では安全性評価が

低く、外国では評価が高い傾向がある。わが国に

おいてこれらの危険を予想している人が少なくな

いのは、防災教育における危機喚起の結果(教育

効果〉と考えるべきで、とくに道路に対しては沿

道施設からの落下物による危険や、混雑した交通

機関の中での危機の意識が市民に定着している。

④発展途上地域で安全評価が低く、先進地域で高

い項目には「各種の学校施設」がある。発展途上

地域での安全評価は、先進地域の約半分と低く

なっている。「役所や公共施設」への評価も同様の

傾向にある。先進地域に比べて発展途上地域では、

公共施設についても、建物の構造上の耐震性への

不信感は強いようである 7)。

その他、次のような特徴も注目される。

⑤ rc超〉高層ビル」はダウンタウンに高層ビルが

集積しているウエリントンで安全性評価が低い。

同様に、発展途上地域の三都市でも評価が低い。

これら、外国での評価はわが国の安全性の評価の

高さと対照的である 8)。

⑥興味深いのは、「自宅」の安全性評価である。市

川およびアンカラとその他3都市では、大きな差

がある。市川やアンカラでは「自宅の安全性をあ

まり高く評価していないJCつまり、自分も地震時

には被災者になりうると予想している人が多い)

のに対して、メキシコシティやマニラ、ウエリント

ンでは一般的な建物の耐震性への不信感、とくに

学校などの公共建築物の安全性評価の低さとは対

照的に、 2/3が「自宅は安全」と評価している

のである。とくに、1985年に地震を体験した回答者

が多いメキシコシティにおいて、 59%もが「自宅

は安全」と評価している。その背景を推察すると、

回答者のとくに社会階層的に高い人々を中心に、

先の地震で都市全体の被害としては少なくなかっ

たものの自宅では大きな被害をうけなかった、と

いうことを反映しているのであろう引。

⑦その意味では、メキシコシティの安全性評価は、

地震災害の体験者による評価であるが、また発展

途上地域の地震災害の一般的様相を反映した評価

としても注目されよう。危倶しているのは「役所

や公共施設Jrc超)高層ビルJr地下街Jr地下鉄」

「学校施設jであり、「自動車やパス車内Jr鉄道車

内Jr道路上Jr商業地や繁華街」が続き、過半が

安全とみなしたのは「遊び場や小公園Jr自宅Jr都

市公園や緑地」であった。そして、この傾向はマ

ニラ、アンカラにも共通している。

⑧対照的に、市川にみる日本的地震災害の様相と

しては、危慎されているのが「商業地や繁華街」

「自動車パス車内Jr鉄道車内Jr道路上Jr地下鉄

車内」で、続いて「地下街Jr遊び場や小公園Jrc超)

高層ビルJr自宅」までが24%以下である。「役所

や公共施設」でも27%に過ぎず、過半が安全とす

るのは「学校施設」と「都市公園や緑地」の 2項

目のみである 10)。

⑨もうひとつの先進地域であるウエリントンで

は、「商業地や繁華街Jrc超)高層ビルJr地下街」

が危↑具され安全評価は10%未満であるが、安全評

価の高いのは、「遊び場や公園J64%、「自宅J67 

%、「都市公園や緑地J74%となって、我国とは異

なる傾向を示す。

⑩上記の⑦と⑧、⑨の違いの背後には、各都市で
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の「地震災害の被害様相の現われ方(被害アスペ

クト )Jの認識に相違があるためで、その違いが個

々の市街地状況や施設に対する「安全評価」の差

となっているのである。

5.居住地の日常的居住性と災害時安全

性の評価

わが国においてはもちろん、外国においても、

基本的に「日常的な居住環境が良ければ、災害時

の安全性も高L、」はずである。つまり、市街地の

環境を形成し変容させるのが人々の日常生活の積

み重ねであるから、そうした各都市での日常的な

生活そのものが、その都市の居住環境の性能およ

び災害に対する安全環境の性能を規定する。逆に、

日々の都市変容がもたらした日常生活に関わる市

街地環境の悪さは、災害時には市街地の脆弱性と

なって居住者に襲L、かかってくることになるはず

である。

このような「居住地の環境性能に内在する日常

性と非日常性の関係」を明らかにする。このこと

は、都市の環境に関わる様々な対策を日常的に展

開し、市民に受け入れられ、まちづくりとして実

践され、都市の居住性向上と安全性強化を獲得し

ていく上で、重要な知見を与えるはずである o 以

下では、このような観点から、各都市での環境評

価を比較してみよう。

5. 1 日常的環境性能の評価

表19は、各々の居住者による市街地での日常的

居住生活に関わる環境項目を 5段階で評価した結

果である。都市間比較のために指数化した。各項

目は、各都市のスコア(得点)を単純平均し、そ

の平均値の低い(評価の近い)J煩に並べたもので

ある。あくまでもこれは都市間の相対評価ではな

く、各都市の自己評価の結果の比較であるから、

各都市居住者の評価の尺度となる「満足度がどの

ような水準であるか」を考慮する必要がある。こ

のことを念頭にしつつも、以下のような特徴が指

摘できょう。

①若干の違いはあるが、各都市では共通して、騒

音や振動・大気汚染・道路整備状況などの評価が

低く、各住戸の日当たりや風通し、採光条件は高

く評価されている。

②しかしながら、各都市を比較すると、「総合的に

みた居住性評価」には大きな格差がある。

③全ての項目がプラス評価で、都市間でも最も居

住性評価が高いのは、ウエリントンである。「総

合的にみた居住環境」でも圧倒的に評価は高い。

次いで、マニラである。マニラもすべての項目が

プラス評価である。

④このウエリントンとマニラに比べると、市川も

表 19 都市別にみた居住地の日常的環境評価スコア

環境評価項目 アンカラ マ ニ フ メキシコシティ ウエリントン 市 川 平均

動や騒音からの静かさ 8. 8 7. 4 26.5 43. 2 1.2 3. 3 
気の汚れやホコ 1)、臭い 2. 1 24. 0 110.6 108.9 6. 3 3. 6 
わ り の 道 路の幅貝 6. 9 8. 6 6.4 68. 4 -47. 9 5. 7 

通(道路)事故からの安全さ 8. 1 40. 8 11. 5 42. 3 30. 9 6. 5 
園等オープンスペースの量 13. 6 1.7 56.7 102. 1 8.5 6. 7 
て込み具合い(家屋密度) 7.4 42. 5 57.8 71. 1 14. 7 12. 6 
生やみどりの 豊かさ 8. 9 9.9 11. 6 110.1 19. 1 27.3 
園や緑地の利便性・近接性 40. 5 15. 8 0.0 131. 0 21. 2 41. 7 
常生活上の近隣交流関係 53. 6 105.7 40. 1 102.3 21. 7 64. 7 
通 し(自宅での通風) 47.4 65. 1 77. 7 152. 2 68. 8 82. 2 

内の明るさ(自然の採光〉 55. 3 83.3 75. 7 127.9 85. 6 
あたり(自宅への日照〉 86.5 115.0 47.3 122. 2 92. 8 

以上からの総合居住環境評価 24. 2 50. 9 35. 7 103.4 30.1 48. 9 
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アンカラやメキシコシティとほぼ同程度に居住性

が評価されている。表19の結果に従えば、『日常的

な居住環境評価に関する限り、日本の都市は、発

展途上地域の都市を上回っていることはない』と

いわざるをえない。そして、我国の「豊かさを感

じない日常生活Jからみても、こうした評価はそ

れほど誤りではなかろう。さらに、先の回答者の

住宅状況に関する実態分析でみたように、日本(市

J[f)の都市居住の実態は、発展途上地域と差はな

く、住戸規模にいたっては、むしろ「日本が最低」

ともいえる状況であった。

⑤各項目において、最も低い評価になっているの

は、メキシコシティと市川である。最も高い評価

をしたウエリントンとの差を見ると、「空気の汚れ

やホコリ・臭Lリでは109に対して 111であった。

逆に最も格差の小さい項目でも「振動・騒音から

の静かさ」で43対 27、「交通事故からの安全さJ

が42対-31であった。

⑥ウエリントンでは、「近隣関係」以外の全ての項

目が最も高く評価されているが、その日常的居住

環境の評価の序列構造は、「風通しJI公園緑地の

利便性JI採光JI日照JI植生・みどり」が極めて

高く、「交通事故JI静かさJI道路幅員JI建て込

み具合L、」が相対的に低くなっている。

⑦マニラでとくに評価の高いのは、伺々の住居に

かかる「日照・明るさ・風通し」や「近隣関係」

であるが、逆に「オープンスペースJi静かさJI緑

の豊かさ」はプラス評価ではあるが項目間では評

価が低い項目である。

⑧メキシコシティ及びアンカラでは、評価が全般

に低い。同様に、個々の住居や近隣関係では相対

的に評価が高くなっているが、「大気汚染JI家屋

の建て込みJIオープンスペースJI振動や騒音」

「みどりJI公園や緑地の使い易さ」といった、周

辺環境への評価は低い。

⑨市JIIでは、他都市に比較して全般的に評価が低

い。なかでもとくに「道路の幅員JI交通事故」の

評価が低く、さらに「空気の汚れJもマイナス評

価である。

⑩「日常生活上の近隣交流関係(近所付き合い)J

の項目は、いずれの都市も評価の高い項目である

が、都市間を比較すると日本(市JII)が最も低い

ことは、気になるところである。

5. 2 災害に対する環境の安全性評価

同様に、居住地の災害時の安全性(逆にいえば、

居住地の脆弱性)に関わる項目を設定し、評価し

た結果を得点化したものが表20である。

市川以外の各都市では、社会経済的にみて異な

った三階層の居住地区を選定し、調査したもので

あるため、各々の調査地区が持つ国有の自然条件

によって規定される災害がある。例えば、「地滑り

や崖崩れからの安全性」などである。該当する自

然条件を持たない地区では、これらの項目への評

価は高くなるため、都市全体の評価も高くなって

しまう傾向にある。すなわち「堤防決壊の(河川

表 20 都市別にみた居住地の災害時の安全性評価スコア

安全性評価項目 アンカラ マニフ メキシコシティ ウエリントン 市 川 平均

地 震 火災からの 安全性 -30. 3 45. 0 14. 7 5.6 ー 20.4 3. 0 
建物の震動被害からの安全性 -37.4 63. 9 4.3 22.1 18.8 5. 1 
日常火災からの安全性 5. 3 36. 7 10.7 71. 0 12. 9 15.8 
災害時の避難行動の安全性 O. 5 41. 3 10. 6 48. 8 7. 8 21. 6 
水害(降雨〉からの安全性 44. 0 23.4 24.3 81. 0 15. 9 37. 7 
高潮洪水災害からの安全性 52. 6 27. 7 55. 8 45. 4 
危険物爆発や漏洩からの安全 1.4 61. 4 68.5 68. 5 33.2 46. 0 
地盤沈下崩壊からの安全性 63. 5 66. 7 61. 1 83. 5 26. 4 49. 7 
災害時の近隣の相互扶助関係 64. 6 84. 9 106.0 93. 0 6. 8 68. 3 
堤防の決壊(水害〉の安全性 89. 5 48.2 130.6 112.4 52. 8 86. 7 
地滑りや崖崩れからの安全性 83. 7 139.9 187. 2 148. 9 103.3 132. 6 

以上からの総合安全環境評価 22.1 48.8 31. 8 69. 9 6. 8 35. 9 
一ーーー---'--一一

注:各項目を 5段階評価した結果に、安全 2、やや安全 1、普通 0、やや危険 1、危険 2点を与
え、都市毎の評価の構成比に重み付けして、得点化したもの。従って、スコアが正で大きな億ほ
ど「安全」、逆にスコアが負で、絶対値が大きいほど「危険」という意味になる。
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型〉水害からの安全性」や「地滑りや崖崩れから

の安全性」などは、安全性評価が高くなっている。

反面、どのような市街地にも共通する「建物や

道路状況JI排水状況」等に関わる項目では、すべ

ての地区でそれぞれの評価がなされているため、

「地震火災からの安全性JI建物の震動被害からの

安全性JI日常火災からの安全性JI災害時の避難

行動の安全性JI水害(降雨)からの安全性」など

の項目では安全性評価が低くなっていると思われ

る。

こうした点を勘案しつつ、各都市の安全性評価

の比較から、以下のような特徴を指摘できょう。

①市街地の安全性評価においても、都市関比較で

は、ウエリントンがすべての項目に高い評価をし

ている。とくに、「日常火災JI避難行動JI降雨水

害JI危険物の爆発や漏洩JI地盤沈下」の項目に

対する安全性評価で、いずれもウエリントンが最

も高い。

②逆に、都市間比較においてすべての項目で安全

性評価が低いのは、市川とアンカラである。アン

カラでは「建物震害JI地震火災JI避難行動JI危

険物爆発や漏洩Jが、市)11では「地盤沈下等」

「日常火災JI災害時の近隣の相互扶助関係JI降

雨水害」が低く(危険と)評価されている 11)。

③居住地の「総合的安全性」の項目においても、

ウエリントンが最も高く(安全であると評価し)、

逆に市川のが最も低く、次いでアンカラが低くな

っている。

④全都市の項目別平均で最も安全評価が低かった

のは「地震火災」と「建物震害」である。これら

の項目を都市間で比較すると、アンカラでの評価

が最も低く(危慎しており)、逆にマニラでの評価

は最も高くなって(安全として)いる。

⑤上記の項目、「地震火災も建物震害もほぼ同等に

最も問題」となっていることは注目される。すな

わち、別途に実施したエキスパート調査4)におい

て、外国とくに発展途上地域での地震災害におい

ては「地震火災よりも、断然に建物震害が問題」

とされていた。しかし、居住者の評価では「地震

火災も建物震害もほぼ同等に最も問題」としてい

る。この背景には、メキシコシティでは、 1985年

の地震時に、実際に火災が複数箇所で発生したこ

とが記憶されていること、アンカラでは本調査時

の半年前に都心の急斜面に密集する伝統的木造家

屋密集市街地で、延焼火災があったことなどが、

表団とは異なって地震火災への危倶感を高めたと

推察できる。

⑥逆にわが国では、最近の地震では余り火災が発

生していないのであるが、関東大震災以来の「地

震は火災」の意識が浸透していることは知られて

いたが、加えて、項目としては建物震害への危慎

感の高さは、注目される。

⑦「災害時の近隣の相互扶助関係」では、 8年前

に地震災害を体験しているメキシコシティが

106.0で最も高く評価しているのが注目される。外

国4都市では最も低いアンカラでも64.6である。

最も相互扶助関係の評価が低いのは市川で、 -6.8

というものであった。定住性が低く、職住分離と

女性の社会進出が進んだわが国大都市での「近隣

関係の希薄さJが著しい 12)。

5. 3 安全性評価からみる各都市の災害脆弱性

表20から、総合安全性評価の低い都市のl慣に、

各都市の市民の評価による災害脆弱性の様相をま

とめると以下である。

く市JII>

危↑具している項目は、「液状化などの地盤災害」

「地震火災JI建物震害JI日常火災JI相互扶助関

係の希薄さ」であり、さらに「災害時の避難行動」

「降雨水害JI危険物爆発JI堤防決壊水害JI高潮

水害」と続く。地震災害に対する危険評価は、市

民に被災体験者が多い水害(気象災害〉等を上回っ

ている 1B)。

<アンカラ>

危慎しているのは「建物震害JI地震火災JI臼

常火災JI危険物爆発JI災害時の避難行動」であ

る。近い将来に地震に襲われるとは思っていない

アンカラ市民も、災害としては「地震災害」と「火

災」を危慎している。乾燥地域でもあり、ちょっと

した降雨でも都市型水害や小規模な崖崩れが多発

するのであるが、気象災害への危機感は低いよう

である。しかし、トルコに特徴的な無許可住宅開発
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災害時安全性の評価との聞には、一定の対応関係

がありそうである。とくにこの日常時の環境評価

と災害時の環境評価の両者の関係を、都市別の「日

常的居住性評価」のスコアと「災害時の安全性評

価」のスコアとの関係でみたのが、図 8である。

両者の評価には「高い相関関係」があることがわ

かる。

しかも、注目すべきは、都市ごとに満足度の水

準が異なっているはずであるが、 I(市J!Iに典型的

な)わが国の大都市の郊外住宅地の環境性能は、

日常的な居住性の評価でも、災害時を想定した安

全性の評価でも、市民の要求水準(満足度)に照

らしてみると、最も低~、評価レベルにある」とい

わざるを得ないことである。

このことは、逆にいえば、日本は、発展途上地

域の大都市での各種都市政策の実施や防災まちづ

くりのような市街地整備事業に関しでも、「わが国

での居住環境整備や防災まちづくりの経験は、発

展途上地域にとって、大いに参考となしうる」と

いえそうだということである。すなわち、彼我の

社会経済的水準の格差を超えて、都市計画論的に

は西欧諸都市よりも発展途上地域に近似的な都市

的状況にあるからである。しかも、居住地として

の環境整備が、その地区の安全環境の形成に寄与

しうることを示しているのである。

(2 )臼常時と災害時の近隣関係の評価

各々の居住地での近隣関係を、日常的な近所付

日常的居住環境評価と災害安全評価との相互関係図8

地でありアンカラの住宅の70%を占めるといわれ

る「ゲジェコンドゥ」の多くは、斜面での個別開

発であり、地滑りや崖崩れなどの地盤災害も、実際

には市民の評価以上に重大な課題となっている。

<メキシコシティ>

マイナスの項目は「地震火災JI日常火災JI建

物震害」である。次いで、「災害時の避難行動JI降

雨水害」である。元々、湖の埋め立てで拡大した

都市でもあり、雨季の水害には、危機感を示して

いるが、今回の調査では、崖崩れや地滑りなどに

対する危機感は低かった。これは、調査地区が旧

市街の直轄市に設定されたためと思われ、大都市

周辺での斜面地を含む都市化地域では見逃せない

問題を内在しているはずである。なお、建物震害

が危険との評価者が多かったにも拘らず、先述の

ように「自宅は安全」とする人が多いことは、「災

害は他人事」との潜在的意識の存在を示唆してい

る。この意識構造は、防災対策の展開にあたって

は、自ら主体的に取り組む姿勢を減退させる可能

性があることに留意する必要を示す。

<マニラ〉

意外にも、マイナス(危検)評価の項目はなか

った。相対的に評価の低い項目を順にあげると、

「降雨水害JI日常火災JI災害時の避難行動JI地

震火災JI堤防決壊水害JI高潮洪水JI危険物の爆

発JI建物震害JI液状化など地盤災害」である。

地震災害を危倶しつつも、市街地の安全性評価で

は、発生頻度の高い台風に代表される「気象災害」

や「日常火災」が危倶されているのである。

<ウエリントン>

ここも、マイナス評価の項目はない。最も評価

の低いのは「地震火災」であった。次いで「建物

震害JI高潮洪水JI災害時の避難行動」といった

項目が続くが、危機感を持って受け止められてい

るのは「地震火災」のみといっても過言ではない。

市街地環境の居住性能と安全性能の相互

関係

4 5. 

(1)居住性評価と安全性評価との関係

表19および表20における各項目間のスコアをみ

ると、居住地環境における日常的居住性の評価と
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の安全性と居住性の評価から、わが国と発展途上

地域の居住者意識にみる大都市居住地の居住性と

脆弱性の実情とその整備改繕のための課題は、以

下のようにまとめることが出来る。
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わが国大都市郊外居住地の居住性と脆弱
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隣

関

係
①第一に注目されることは、 5つの都市を比較す

ると、社会経済的にも、防災対策上も「先進国J

の自負を持つわが国ではあるが、大都市の居住地

に対する日常的な居住性の評価も災害時の安全性

の評価も、ともに極めて低く市民は評価している

ことである。

②これらの低L、市民評価の背景には、各々の都市

における評価尺度を規定する「居住性と安全性に

関する満足度水準Jがある。満足度水準が高けれ

ば、現状評価の結果は厳しく評価されることにな

るからである。その満足度水準と評価尺度のギャ

ップこそが、対策や計画を動機付け、促進させる

原動力なのである。しかし、「わが国における満足

水準が高L、」ということを認めても、なお、実態

的にわが国の市街地状況及び地域社会状況に、多

くの問題を見いだすことができる。

③わが国の市街地構造を規定している「道路や街

路Ji公的なオープンスペース」の整備水準の低さ

は、日常的な居住性の評価を下げるとともに災害

時の安全性も低下させているのである。

④わが国の住宅規模水準の低さ、市街地状況に加

えて、企業社会化・国際化の進展にともなう一層

の職住の分離化、女性の社会進出と単身化・晩婚

化・少子化、都市内での定住性の低下、近隣社会

との関係性の低下など大都市の地域社会そのもの

も、孤立化・非地縁的ネットワーク化を進めてい

る。このことは、日常的居住生活以上に災害時の

災害対応において、わが国が発展途上地域よりも

脆弱性を内在させていることを示している。

⑤わが国における建築物の耐震性の高さに比べ、

都市機能の高度化とライフラインに依存した都市

的生活の高度化は、否応無く地震災害時の都市的

脆弱性となって出現しよう。火災とともに、わが

国には発展途上地域とは異なる「地震災害の様相」

• メキシコシティ

100 
〔良好)

50 
災害時の近隣の相互扶助関係

• アンカラ

市川• 
(希薄)0 

(希薄)

50 

日常の近隣関係と災害時の相互扶助関係

き合いと、災害時を想定した相互扶助的関係につ

いて、各々の評価得点の相互の関係をみたのが、

図9である。 1985年に実際に地震災害を体験した

メキシコシティでは、日常的な近所付き合いの評

価は低いにも拘らず、その時のボランティアの活

躍などの体験・見聞からか、災害時の相互扶助的

付き合いには強い自負を持っている(高い評価と

なっている〉ことが注目される。このメキシコシ

ティを除くと、日常的付き合いと災害時の近隣関

係の付き合いとには、正の相関関係にあることが

分かる。つまり、日常的な近隣付きあい無くして

は災害時の相互扶助などありえないことを示して

いるのである。

しかも、日本の近隣関係への評価の低さに比べ、

定住・性の高かった「開発途上地域では、大都市と

はいえ、わが国よりも緊密な近隣関係が形成され

ており、災害対応においても有利な地域社会関係

が形成されている」のである。ハードな防災まち

づくりを支えるソフトな防災対策の基礎となる近

隣扶助関係では、わが国も発展途上地域に見習う

点が少なくないことを示唆しているのである 14)

図9

考察ー市民の生活と意識の実態から

みた都市の居住性と脆弱性の比較一

6. 

以上の第3章から第 5章で分析してきた、大都

市居住者の災害感や防災意識、自らの居住地環境
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地域状況 発展途上地域における地震被害の様相

↓ ↓  

工場・施設の震害/復旧資金の欠如

災害弱者の多い世帯構成/職住一致

図10 発展途上地域の大都市の被災アスペクト

が描かれているのである 15)。

6. 2 発展途上地域の大都市居住地の居住性と

脆弱性の実情と課題

①発展途上地域の大都市は、未だ先進地域のそれ

とは異なり、職住分離の企業雇用社会ではなく、

職住一致の零細自営業社会である。人口流入が著

しいにも拘らず、都市内部での人口流動性は先進

地域より低く、反面、近隣関係は緊密で、地域社

会の災害対応力は、けっして先進地域に劣るもの

ではない。むしろ、潜在的には、人的・相互扶助

的な災害対応ポテンシャルは、先進地域より高い

とも言える。

②しかし、経済発展と防災的工学技術の普及の後

進性が、発展途上地域の大都市の直接被害を甚大

にする。とくに、建物・設備に付加された耐震性

の低さは、一般市民にも充分に認識されている。

この物的直接被害の甚大さは、人的被害の拡大に

も起因し、地域の総生産の低さに対して膨大な経

済的被害をもたらすことにもなる。しかも、居住

者の社会経済的住み分けが明示的な発展途上地域

の都市では、その地位の格差が日常的居住性の差

とともに災害時総弱性の差ともなっている。これ

らの都市では居住におけると同様に災害に対して

も、より明示的な「階級差」を示すのである。

③本調査を通して市民によって描かれる発展途上

地域の地震災害の様相(アスペク卜)は、図10の

ようになろう。すなわち、地震被害としては、地

震動による「建物破損などの震害」を最も危慎し

ているが、まさにここに発展途上地域の地震災害

の問題が集約している。各々の地域の建築技術を

熟知した上での「建物の耐震診断jと「建物被害

想定」技術の開発と補強技術の簡便化こそが、発

展途上地域の地震対策を構築していくうえで必要

不可欠な課題であることが明確になった 16)。

④このように、発展途上地域の地震災害を規定す

るもっとも重大な被害のアスペクトが、この「建

物震害」である。市街地の地震災害時の安全性評

価も「地震火災に対する安全性」ではなく「建物

震害に対する安全性」の評価に規定されているの

である。火災を念頭におかない地震災害のイメー

ジを反映して、建物からの緊急避難場所や応急生

活の場としての小規模広場や小公園等に対する防

災上の評価は高い。反面、建物の耐震性に関して

は公共建物も含め、危険意識が高い。従って、従

来から「発展途上地域の防災問題は、経済問題以

外の何物でもなL、」と指摘されていることではあ

るが、まさに耐震性の向上は、鉄の消費量に比例

するのである。その意味で、「投資効果を最大化し

た建物の耐震性強化策」の開発と実現への経済的

・技術的援助は、日本を含めた地震先進国と自負

してきた責務であろう。

⑤発展途上地域では、大都市とはいえ、世帯人員

に乳幼児や疾病者等の災害弱者を抱えた大規模世

帯が多い。大都市では、生活様式の近代化は著し

く、発展途上地域といえども、生活の自給自足性

はきわめて低い。従って、かれらが意識するしな

いに拘らず、災害後の飲料水や食糧、電気やガス、

下水などの機能被害が及ぼす生活支障問題につい

ては、もはやほとんど先進地域との差はないもの

と考えるべきであろう。

⑥さらに、アンカラのゲジェコンドゥに代表され
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るように、発展途上地域の居住環境の劣悪な市街

地こそが、災害時にも危険性の高い市街地環境な

のであり、そのあり方が大都市全体の脆弱性を規

定する。従って、こうした居住環境劣悪地域への

環境改善対策(市街地環境改良事業)と一体化し

た「市街地安全強化対策(耐震性強化対策)Jの展

開が一層重要である。このことは、言い換えれば、

発展途上地域においても「市街地の防災対策は特

別の対策ではなく、日常生活に関わる環境整備と

表裏一体のものとして実現されるべきであり、ま

た可能である」ということでもある。
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追記

本論文校正中に、戦後死者数となった阪神淡路

大震災が発生した。 1995年 1月17日午前5時46分

のことである。マグニチュードは7.2であったが、

極めて浅い震源の地震で、断層が淡路島では地表

に露出し、神戸の下町(長田区〉から都心地域(三

宮)、東部山手地域(灘、東灘区、芦屋、西宮等)

にかけて、帯状に木造建物被害30%を越える、わ

が国初めての「震度 7Jを記録する地震となった。

死者5，400人、負傷者27，000人、全壊・半壊建物15

万戸、全焼・半焼建物7，500棟に及ぶ。ライフライ

ンはすべて停止し、被災して自宅以外に避難した

人は31万人を越え、計量化できないが精神的・心

理的「被害」を含めて、一瞬にして、独自の「ま

ちづくり」を誇ってきた神戸市をはじめ200万都市

が壊滅したのである。

我々研究者も含め、「臼本の地震対策のうち、課

題は地震後の応急対応対策にあって、建造物の耐

震性は、世界でも先進的である」との認識を持っ

ていたことは否定できない。しかし、この阪神淡

路大震災は、我々の持っていた耐震技術が万全で

はなかったと認めざるをえないほど激烈であっ

た。防災研究に携わってきた者として大いなる反

省をもって、改めて我々は、わが国はもちろん、

世界の都市の安全性向上とそれへ向けた防災まち

づくり・防災都市計画の進展に、不断の努力を

行ってL、かなければならないことを、犠牲者に対

する責務の一端としたい。そのような趣旨で、校

正にあたって、本文を若干手直ししたが、注の3)

及び5)-16)を、追加した。

注

1)アンケート票を用いて、調査対象者の抽出、訪問配

布、訪問回収の責任監督を引き受けてくれた現地で

の調査研究協力者は以下である。彼らの援助が無け

ればこの調査を実施し得なかったであろうことは

想像に難くない。

アンカラ市:アンカラ大学社会学部教授

lレーシェン・ケレシュ CRusenKe!es) 

マニラ市:フィリッピン大学建築学科助手

ロンメ jレ・ヵーウ e ィータCRomme!

C.Gavieta) 

メキシコシティ市:メキシコ自治大学日本学科教

教授タナカ・ミチコCTanakaMichiko) 

ウエリントン市:ウエリントン・ビクトリア大学

地質研究所研究員

シ・ョン・テイハ'ー CIohnTaber) 

2)外国都市のためのアンケート調査の内容は、市JIIで

実施した調査票をもとに、外国とくに発展途上地域

での市街地状況や建物構造、生活習慣等の違いを考
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慮して作成したため、いくつかの項目において、質

問の形式や選択肢の構成が呉なっている。本文中の

表で、空欄になっているものがこれに該当する。

3) 1995年 1月17日の阪神大震災において、神戸市長田

区での被害様相と、灘区から西宮にかけての地区の

被害様相の対比に近似している。長田区の職住一体

型社会、後者の職住分離型社会の対比である。

4)世界の社会制度、経済状況、生活慣習や文化の異な

る世界の各地域で、都市とくにその災害環境や防災

問題を、都市行政や計画、防災機関、研究者などの

専門家(エキスパート)がどのように認知している

かを、統一の調査票による聞き取り調査を行ったも

の。 1992年7~12月に実施。わが国を含む13カ国で

約150人と対象とした。内容は中林他 (993)に詳

'
L
V
 

'u 
5) しかし、阪神大震災では、火災に加え、これらの物

的被害がすべて発生した。それは、わが国の現代都

市の地震災害イメージを大きく変えた。

6) しかし、阪神大震災では、小公置が避難場所として

も非常に重要な役割を果たした。

7)阪神大震災では、学校の被害は発生したが、致命的

ではなかった。むしろ、神戸市を始め、市役所や病

院の損壊が、応急対応、復旧に支障をもたらした。

8)阪神大震災でも、超高層ビルの被害は相対的に軽微

であったといえる。

9)住宅被害では、阪神大震災において鉄筋コンクリー

ト造の中高層マンションなどの共同住宅の被害が

顕著であった。これは、居住者にとっても予想をは

るかに上回る事態であった。

10)阪神大震災は、発生時刻が午前5時46分であり、都

心や鉄道等の利用時間ではなかったため、大きな人

的被害は発生しなかった。しかし、これらが安全で

はなかったとの認識をさらに深めたものと推察さ

れる。

11)先記の注目と同様に、今回の阪神大震災を前提とは

していない評価である。

12)阪神大震災において、外国からも評価された事象の

ひとつが、被災者の方今の冷静な行動と態度であっ

た。しかし、近隣関係については、とくに東部市街

地を中心に、(以前には希薄であったが〉震災後の

避難生活の中でさまざまな近隣関係や相互扶助組

織が形成されていったことが伝えられている。

13)この上位の 3つ「液状化J1火災JI建物倒壊」こそ、

阪神大震災の被害を特徴っ・けるものであった。

14)神戸市の長田区と東部市街地での被災者間の避難

後の対応、における差にも、こうした平常時の近隣関

係の差を垣間みることができょう。

15)しかし、阪神大震災は、わが国の耐震設計基準の見

直しを迫っている。

16)なお、阪神大震災の被害の様相には、実はこうした

発展途上地域で想定されていた被害の様相を併せ

もったものとなっている。図10の被害の最終波及段

階である「国家経済への影響」は、今後の問題であ

るが、これに至る被害の推移とその様相をすべて出

現してみせたといえよう。
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A Comparative Study of Citizens' Assessment of their Living 
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Comprehensive Urban Studies， No.55. 1995， pp.183-211 

An understanding of how citizens assess their own living environment， and how they 

evaluate the risk of disasters are important issues in urban improvement through the reduction 

in vu1nerabi1ity to disaster. 

In this study we investigated the citizens' awareness of disaster risks， their eva1uation 

of their living environment， and their attitudes to disaster prevention. This carried out using 

the same quetionnaire in sellected residentia1 districts of the following citi巴s Manira， 

Ankara， Mexico-city， Wellington， and Ichikawa in the Tokyo metropolitan area. Th巴vulnerability

felt by citizens in deve10ping countri巴scan be compared with that felt by residents in 

developed nations. 

l)G巴nerallyspeaking， there are vulnerab1e aspects in developing countries， even in larg巴

cities there Househo1ds with a 1arg巴 numberof infants or sick peopl巴 andin addition， 

buildings with insuffici巴ntreinforcing to withstand earthquakes. 

2)Delays in both economic dev巴lopmentand the diffusion of disaster-preventive engineering 

technology are likely to aggravate the risk of direct material damag巴 indeve10ping countries. 

Material damage， such as building collapses， increases th巴10ssof human life. 

3)Large cities in developing countries are not formed out of a “society of those employed by 

major enterprises" where peop1e live in one part of the metropo1itan area and commute to their 

place of巴mp10ymentin another part. Despite the sizab1e influx of peop1e into the citi巴sin 

the deve10ping countri巴s，the mobility within such cities is far 10wer than in develop巴d

countries. Most residents stay in their neighborhood all day. On the other hand， this closeness 

of community re1ations he1ps the residents to cope with disasters， in some cases to the same 

extent as communities in deve10ped countri巴sexcepted in Ichikawa， where th巴 mobilityis 

highest and the community relations are wearkest among the above five cities. 

4)In both developing and developed coutries， urban areas with poorer living environments 

are those m ost vulnerab1e to disasters. An effective disaster p1an will be one w hich com bines a 

r巴infocementof safety in urban areas togeth巴rwith an improvem巴ntin the living environment. 

In other words， the steps to be taken to pr巴ventdisasters in urban areas are not specialized 

ones， but are those which are integrated with improvement and developm巴ntofthe living 

environment as assessed by 




